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【要旨】 
本稿では、平均実質賃金の推移とその変化要因に関し、「民間給与実態統計調査」を用

いて分析した結果を示し、昨今の労働経済学における実証研究の知見を提示したのち、

政策的含意や今後の研究課題について述べる。 

2010年代の日本では少子高齢化下で就業率が上昇する一方、平均賃金は停滞し、人口

構成の変化が賃金の伸びを抑制した可能性が確認された。また、賃金変化要因の分解分

析の結果、性別構成・年齢構成はいずれも無視できない規模の影響を平均賃金動向に及

ぼしていた。 
女性労働者の低賃金構造の解消や高齢者雇用政策の重要性が示唆される中、個票デー

タによる異質性分析と入職経路の統合的理解が今後の課題として挙げられる。 

 

1. はじめに 
 
 本稿では、「民間給与実態統計調査」を用いて日本の賃金動向を分析するとともに、再就

職市場における賃金の変化に関する示唆を検討する。 
 まず、第2節では、労働市場の動向の概観後、同調査に基づく分析結果及び含意について

整理し、関連する実証研究（出産・人事制度・最低賃金・高齢者雇用）について紹介する。 
続く第3節では、ハローワーク（公共職業安定所）及び大手民間人材マッチングサービス

の個票データを用いて、再就職市場における賃金変化を分析する意義と、今後の研究課題に

ついて考察する。 
 
2. 日本の賃金動向分析 

 

(1) 労働市場の動向 

まず、2010 年代の日本における労働市場の特異的動向について概観する。日本は急速な

少子高齢化に直面しており、通常であれば就業率の低下が予想される一方、実際には少子高

齢化の進行と就業率の上昇が同時に生じたことが確認されている（Kawaguchi, Kawata and 

Toriyabe, 2021）。そして、コロナ禍以降に一部の歪みはみられるものの、大きなトレンドは

変化していない。この現象は、高齢化と就業率低下が同時に進行した米国（Abraham and 

Kearney, 2020）とは大きく異なっており、日本の特徴的な現象であると考えられる。 
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また、玄田（2017）によれば、賃金については長期的停滞傾向が続いており、就業率上昇

と賃金停滞との関係が注目される。就業率の上昇を担った主たる層は女性及び高齢者であ

り、これらの層の平均賃金が相対的に低いことから、人口構造の変化が平均賃金の伸びを抑

制した可能性がある。 
 

(2) 民間給与実態統計調査を使った平均賃金の分析 
本節で行う分析では、国税庁「民間給与実態統計調査」の公開・集計値 2を用いる。同調

査は、毎月勤労統計や賃金構造基本統計調査と比べて、零細企業を含む点が決定的な利点と

なっている。川口（2013）や総務省（2021）では、零細企業を含まない調査に基づく賃金推

計について、平均賃金の過大評価が指摘されている。また、労働力調査や就業構造基本調査

等の家計に対する調査に比べて、回答される給与水準の信頼性が高いことからも、民間給与

実態統計調査はより適切なデータ源と位置づけられる。 

図表 1 は、実質平均賃金（CPI＝2020 年基準）の推移を示しており、1990 年代までは急上

昇、2000 年代には低下、2010 年代以降は停滞から微増へと推移している。また、名目賃金

との乖離が拡大しており、名目賃金が上昇する一方で実質賃金は伸び悩んでいる。図表 2 は

定義の連続性が確保できる 2010 年以降を対象に、2010 年を基準年とした変化率の推移を示

しているが、直近の 2024 年時点では、2010 年に比べて、1.3%程度増加している。なお、図

中の赤い線と青い線は、途中で復元推計手法の変更があったため、両方示している。 

 
図表 1 実質平均賃金の推移 

 
（出所）「民間給与実態統計調査」より筆者作成 

 

 
2 統計表 3-10、 2022 年より復元推定方法が変更されている。 
(https://www.nta.go.jp/publication/statistics/kokuzeicho/minkan2022/minaoshi.htm) 
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図表 2 実質平均賃金の変化率の推移（2010 年基準） 

 
（出所）「民間給与実態統計調査」より筆者作成 

 
就業者の属性（性別、年齢）は年々変化しており、川口（2011）によれば賃金と密接な関

係があることが指摘されている。ここでは、Sequential-KOB / Duncan decomposition（Opacic, 

Wei and Zhou, 2025）の手法を用いて、性別分布、年齢分布、同一性別・年齢階層内の平均賃

金の 3 要因に平均賃金を分解し、それぞれを逐次的に変化させることで寄与度を推計する。

本手法を用いることにより、民間給与実態統計調査の公開済み集計値からも、部分的な分析

が可能となる。 
 

(3) 民間給与実態統計調査を使った平均賃金の分析結果及び含意 
図表 3 に分析結果を示しているが、性別構成の変化は平均賃金の低下要因として作用し、

女性労働者比率の上昇が平均賃金の押し下げに貢献した一方、年齢構成の変化は正の寄与

を示した。年齢構成の変化による寄与については、団塊ジュニア世代の男性が 50 代へ移行

し、日本の賃金カーブで最も高賃金となる年齢層が増加したことで、一時的な「人口ボーナ

ス」が生じたためである。ただし、この効果は 60 代移行後には反転し、将来的には負の寄

与へ転じる可能性がある。 
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図表 3 要因別の平均実質賃金変化率の推移 

 
（出所）「民間給与実態統計調査」より筆者作成 

 
また、性別・年齢以外の要因（産業構造の変化、制度変更等）については、足元では小幅

のプラス寄与を示している。本分析のような分解分析を行う場合、性別・年齢以外の要因の

影響が非常に大きく出ることが多いが、今回の分析では、例えば性別要因だけ見ても性別・

年齢以外の要因が与える影響と遜色ない規模を示す結果となった。一連の結果から、性別構

成・年齢構成はいずれも無視できない規模の影響を平均賃金動向に及ぼしており、人口学的

要因の重要性が示唆される。ただし、足元では性別構成と年齢構成の要因が打ち消し合うこ

とで人口学的要因によるマイナスの効果は大きく出ていない。 
補助的な分析として、統計表 3-2、3-3 を用いた性別・賃金カテゴリへの分析結果から賃

金階層別の変化を確認すると、男性では低賃金帯（300 万円以下）の減少と高賃金帯（特に

年収 1,000 万円超）の増加が平均賃金を押し上げた。これは先述のとおり、団塊ジュニア世

代が 50 代を迎え職位が上がったことによる影響が考えられる。一方、女性では、低賃金帯

（300 万円以下）は減少したものの、中賃金帯（400～600 万円）の増加が中心であり、高賃

金帯（1,000 万円以上）の拡大は限定的である。これは、女性におけるガラスの天井の存在

を示唆する結果といえる。 
以上より、(1)女性労働者の低賃金構造が平均賃金の伸びを抑制している点、(2)団塊ジュ

ニア世代が今後 60 代へ移行するにあたり高齢者雇用政策が重要となる点、の二点が主要な

含意として得られる。 
 
(4) ミクロ実証に基づく政策的含意（先行研究の紹介） 

本項では、ミクロ計量経済学の手法によるインパクト評価から得られる政策的示唆を検

討する。前項で述べた、女性労働者の低賃金構造が平均賃金の伸びを抑制しているという点
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について、男女間賃金格差が最大となるのは 40 代、50 代であり、キャリアの中断が長期的

な賃金低下をもたらすとする実証研究が多数蓄積されている。 
 

① 先行研究：出産 

まず、女性の賃金形成に関しては、出産の影響が大きいことが知られており、Fukai and 

Kondo (2025)によれば、出産後の賃金低下は産休期間に限定されず、4 年以上持続すること

が確認されている。出産の影響を緩和する手段として、保育所に関して分析されることも多

いが、保育所の整備は出産後の就業維持には寄与するものの、長期的な賃金やキャリア形成

への影響については明確な結論が得られていない。Fukai and Kondo (2024)によると、認可保

育所へのアクセス改善は所得増加をもたらすが、その主因は非就業化の抑制であり、賃金改

善効果については更なる研究が必要である。 
 

② 先行研究：人事制度 

次に、企業の人事制度に関する研究では、出産後の賃金低下の中期的要因として昇進の遅

れが指摘される。例えば Okuyama, Murooka and Yamaguchi (2025)では、出産が賃金へ与える

影響を企業内部の人事データを用いて検証しており、日本の人事評価制度では長時間労働

が高評価と強く結びつきやすい構造があり、この仕組みが女性の昇進を阻害する可能性が

示されている。したがって、40 代、50 代における男女間賃金格差の縮小には、人事制度改

革が不可避と考えられる。 
 

③ 先行研究：最低賃金 
一方、低賃金帯へ直接影響を及ぼすという意味においては、最低賃金政策は人事制度と比

べて直接的な影響を持ち得る。近年は「年収の壁」との相互作用が重要な課題として議論さ

れており、Mori and Okudaira (2025)は、最低賃金上昇により時給は上がる一方、社会保険加

入基準を避けるために労働時間を削減し、結果的に所得が増加しない可能性を指摘してい

る。名目賃金が上昇を続ける局面では、年収基準の見直しが不可欠となる。Kitao and 

Mikoshiba (2022)でも同様の指摘がなされており、マクロ的手法を用いて、配偶者を巡る制

度が女性の就業や賃金に与える影響を分析している。 
 

④ 先行研究：高齢者雇用 
最後に、高齢者雇用に関しては、高齢者雇用の促進政策について分析した Kondo and 

Shigeoka (2017)や、年金支給年齢の引き上げが労働供給の増加をもたらすことを明らかにし

た Kitao and Takeda (2025)、Nakazawa (2025)など、制度改正が労働供給に与える影響を分析

した研究はあるものの、賃金水準への直接的影響を検証した研究は確認できなかった 3。今

後、団塊ジュニア世代の高齢化に向けて、賃金への影響を検討する必要性が高まると考えら

 
3 Nakazawa (2025) は貯蓄や消費への影響も分析している。 
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れる。 
 
3. 再就職市場における賃金の変化 

 
(1) ハローワーク（公共職業安定所）及び大手民間人材マッチングサービスの個票データを用い

た分析  
最後に、筆者自身の研究内容を紹介する。現在は、企業間労働移動が生産性や賃金に与え

る影響に焦点を当てている。近年、Schoefer (2025)でも述べられているように、労働移動は

日欧米共通で経済のダイナミズムを左右する重要な経路と再評価されており、日本におい

ても同様の意義を持つと考えられる。 
本研究では、ハローワークの個票データ（2016–2019 年）と大手民間人材マッチングサー

ビスの個票データを用いて分析を進めている。ハローワークのフルタイム求人データでは、

求職者が希望する名目平均賃金は 4.96%、求人が提示する賃金の上限は 3.94%、下限は

4.19%上昇しており、双方とも、同期間の名目賃金上昇率である 3.50%（民間給与実態統計

調査）を上回るペースで伸びており、その伸びが需給双方で均衡していることが確認された。

Fukai et al. (2025) でも、実効求人割合（希望賃金を上回る賃金を提示している求人の割合）

は安定的に推移していることが確認されている。ただし、利用可能データは 2020 年 4 月ま

でであり、近年の急速な名目賃金上昇下で同様の動態が維持されているかは不明である。 
また、男女間の希望賃金の差についてもハローワークのデータを用いて分析を行った。そ

の結果、職種・年齢・地域の要因は一定の説明力を持ち、特に職種間格差が説明力をもつも

のの、それ以外の要因（その他要因）がより大きく、その傾向は特に中年層で格差が顕著で

あった。実際の賃金カーブと同様のパターンが求職段階でも確認され、参照賃金や期待形成

に男女差が存在する可能性が示唆される。 
 

(2) 今後の研究課題 
今後の研究課題として、以下の点が重要である。 
第一に、団塊ジュニア世代が賃金構造に大きな影響を及ぼす年齢へ移行することを踏ま

え、個票データを用いた異質性の精緻な分析が必要である。平均値のみの議論は誤った解釈

を導く可能性が高い。民間給与実態統計調査はこの点で極めて有用なデータと考えられ、そ

の積極的活用が求められる。 
第二に、ハローワーク以外の求職経路に関する情報は十分に把握されてこなかったが、近

年、民間企業のデータ提供が進んでいる。これらのデータを活用することで、多様な入職プ

ロセスを統合的に理解することが可能となる。全国代表性を持つデータを構築することは

困難であるため、それぞれの母集団を分析し統合的に議論するアプローチが現実的と考え

られる。 
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4. おわりに 
 
 本稿では、「民間給与実態統計調査」を用いた分析結果や先行研究から、日本の賃金動向

と再就職市場における賃金の変化に関して考察した。 

 その結果、2010 年代の日本では少子高齢化下で就業率が上昇する一方、平均賃金は停滞

し、人口構成の変化が賃金の伸びを抑制した可能性が確認された。また、賃金変化要因を分

解分析したところ、性別構成・年齢構成が、いずれも無視できない規模で平均賃金動向に影

響を及ぼしていたことが明らかとなった。 
女性労働者の低賃金構造が平均賃金の伸びを抑制している点、団塊ジュニア世代が今後

60 代へ移行するにあたり高齢者雇用政策が重要となる点が主要な含意として得られた中、

今後は個票データによる異質性分析や、入職経路の統合的理解が求められる。 
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